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資料１



基本手当の受給者実人員の推移基本手当の受給者実人員の推移

(注)各年度の数値は年度間月平均値である。

(単位：人、％)

受給者実人員

前年度比

平成17年度 627,837 △7.9

平成18年度 583,255 △7.1

平成19年度 566,666 △2.8

平成20年度 606,686 7.1

平成21年度 854,617 40.9

平成22年度 653,553 △23.5

平成23年度 624,953 △4.4

平成24年度 576,277 △7.8

平成25年度 526,858 △8.6

平成26年度 467,052 △ 11.4

受給者実人員

前年比

平成25年７月 599,550 △4.1
８月 584,760 △7.8
９月 555,479 △5.6
10月 546,754 △8.6
11月 502,435 △11.9
12月 483,649 △10.9

平成26年１月 478,844 △14.3
２月 449,336 △15.7
３月 438,495 △15.6
４月 433,256 △17.7
５月 493,261 △16.3
６月 497,192 △12.4
７月 520,455 △13.2
８月 509,575 △12.9
９月 506,530 △8.8
10月 490,143 △10.4
11月 445,948 △11.2
12月 443,810 △8.2

平成27年１月 433,580 △9.5
２月 415,666 △7.5
３月 415,206 △5.3
４月 405,074 △6.5
５月 430,921 △12.6
６月 468,379 △ 5.8

【年度別】 【月別】(単位：人、％)
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基本手当の受給資格決定件数の推移基本手当の受給資格決定件数の推移
(単位：人、％)

受給資格決定件数

前年度比

平成17年度 2,088,236 △3.0

平成18年度 1,987,274 △4.8

平成19年度 1,895,008 △4.6

平成20年度 2,200,007 16.1

平成21年度 2,265,042 3.0

平成22年度 1,902,110 △16.0

平成23年度 1,931,711 1.6

平成24年度 1,831,443 △5.2

平成25年度 1,665,847 △9.0

平成26年度 1,564,722 △6.1

受給資格決定件数

前年比

平成25年７月 145,845 △0.3
８月 123,893 △10.8
９月 122,504 △6.8
10月 155,079 △10.4
11月 111,392 △18.2
12月 89,425 △14.6

平成26年１月 134,629 △9.5
２月 108,078 △13.1
３月 114,155 △12.5
４月 234,058 △7.3
５月 166,007 △9.7
６月 122,623 △1.5
７月 131,069 △10.1
８月 112,682 △9.0
９月 124,499 1.6
10月 141,192 △9.0
11月 97,716 △12.3
12月 84,437 △5.6

平成27年１月 126,262 △6.2
２月 107,809 △0.2
３月 116,368 1.9
４月 213,954 △8.6
５月 151,670 △8.6
６月 127,833 4.2

(単位：人、％)【年度別】 【月別】

(注)各年度の数値は年度合計値である。
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基本手当の主要指標の推移
（初回受給者数・平均受給日数・平均受給日額・総支給額）

初回受給者数（人） 平均受給日数 平均受給日額 総支給額（千円）

H１１年度 2,167,715 154.8日 5,949円 1,995,836,360 

H１２年度 2,099,963 152.8日 5,899円 1,892,908,616 

Ｈ１３年度 2,375,228 144.3日 5,876円 2,013,622,077 

Ｈ１４年度 2,312,366 140.0日 5,988円 1,938,180,010 

Ｈ１５年度 1,990,245 129.2日 5,632円 1,448,076,575 

Ｈ１６年度 1,790,799 115.1日 5,093円 1,049,981,999 

Ｈ１７年度 1,704,781 110.4日 4,984円 937,658,984 

Ｈ１８年度 1,606,197 108.1日 4,939円 857,117,299 

Ｈ１９年度 1,567,895 107.3日 4,925円 828,780,196 

Ｈ２０年度 1,816,338 99.4日 4,925円 888,746,888 

Ｈ２１年度 2,073,468 125.9日 4,920円 1,283,925,680 

Ｈ２２年度 1,648,311 120.2日 4,835円 957,667,542 

Ｈ２３年度 1,643,403 114.7日 4,783円 901,669,522 

H２４年度 1,545,961 111.0日 4,851円 832,629,496

Ｈ２５年度 1,388,035 113.3日 4,819円 757,497,591

H２６年度 1,284,466 108.2日 4,772円 663,156,671

3(注) 平均受給日数＝給付延日数／初回受給者数 平均受給日額＝総支給額／給付延日数



基本手当の平均受給日数の推移

全受給者計 特定受給資格者 特定受給資格者以外

H１３年度 144.3 99.0 163.7

H１４年度 140.0 180.1 113.0

H１５年度 129.2 168.7 110.8

H１６年度 115.1 157.5 94.8

Ｈ１７年度 110.4 148.0 92.4

Ｈ１８年度 108.1 146.3 90.3

Ｈ１９年度 107.3 136.5 91.7

Ｈ２０年度 99.4 105.2 92.5

Ｈ２１年度 125.9 149.3 96.1

Ｈ２２年度 120.2 151.5 93.1

Ｈ２３年度 114.7 140.2 92.2

H２４年度 111.0 134.8 91.8

Ｈ２５年度 113.3 144.5 92.0

H２６年度 108.2 132.2 91.3

注１） 特定受給資格者について、平成21年度以降は特定理由離職者（暫定措置の対象者に限る）を含んでいる。
注２） 特定受給資格者及び特定受給資格者以外には、就職困難者を含まない。

○ 特定受給資格者については、雇用情勢の影響等による増減が見られる。
○ 特定受給資格者以外については、概ね一定である。
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基本手当に係る主な制度変遷について

平成１２年改正以前
平成１２年改正

（平成１３年４月施行）
平成１５年改正
（同年５月施行）

平成21年改正
（同年４月施行）

平成２３年改正
（同年８月施行）

改正の趣旨

・中高年層を中心に倒産、解雇
等により離職した者への
求職者給付の重点化

・短時間就労者等の適用要件の
見直しに伴う日額改定

・通常労働者とパートタイム
労働者の給付内容の一本化

・壮年層の給付日数の改善

・基本手当日額と再就職時
賃金の逆転現象の解消

・特定理由離職者区分の創設

・個別延長給付の創設

・再就職手当の給付率引上げ等

・常用就職支度手当の対象範囲
拡大及び給付率引上げ
＜平成23年度末まで＞

・賃金日額の引上げ

・再就職手当の給付率引上げ

・常用就職支度手当の給付率
の暫定的引上げの恒久化

法定賃金日額

※（）内は
短時間労働
被保険者

・下限：３,９６０円
（２９７０）

・上限：１３,５６０～
１８,０８０円

・下限：４,２９０円
（２,１５０）

・上限：１４,７２０～
１９,６２０円

・下限：２,１４０円
・上限：１３,１６０～

１６,０８０円
同左

・下限：２,３２０円
・上限：１２,８７０～

１５,７３０円

給付率

※（）内は
６０歳以上

６０（５０）～８０％ 同 左 ５０（４５）～８０％ 同左 同左

所定給付日数 ９０～３００日

・特定受給資格者：
９０～３３０日

・特定受給資格者以外：
９０～１８０日

・特定受給資格者：
９０～３３０日

・特定受給資格者以外：
９０～１５０日

特定受給資格者：
（特定理由離職者も同様）

９０～３３０日

特定受給資格者以外：
９０～１５０日

個別延長給付の創設

同左

○ 平成１２年・平成１５年改正で所定給付日数等を見直し
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平成１２年改正前後の所定給付日数の変遷
※ 上段が改正後、下段（）内が改正前

○一般被保険者（短時間労働被保険者以外）

Ａ特定受給資格者

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 120   [30] 180

-
(90) (90) (90) (180)

30歳以上45歳未満
90 90 180 210 240   [30]

(90) (90) (180) (210) (210)

45歳以上60歳未満
90 180 240   [30] 270  [30] 330  [30]

(90) (180) (210) (240) (300)

60歳以上65歳未満
90 150 [△90] 180 [△120] 210 [△90] 240 [△60]

(90) (240) (300) (300) (300)

Ｂ特定受給資格者以外

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 120   [30] 150 [△30]

-
(90) (90) (90) (180)

30歳以上45歳未満
90 90 120 [△60] 150 [△60] 180 [△30]

(90) (90) (180) (210) (210)

45歳以上60歳未満
90 90 [△90] 120 [△90] 150 [△90] 180 [△120]

(90) (180) (210) (240) (300)

60歳以上65歳未満
90 90 [△150] 120 [△180] 150 [△150] 180 [△120]

(90) (240) (300) (300) (300)
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平成１５年改正前後の所定給付日数の変遷
※ 上段が改正後、下段（）内が改正前

○一般被保険者（短時間労働被保険者以外）

Ａ特定受給資格者

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 120 180

-
(90) (90) (120) (180)

30歳以上35歳未満
90 90 180 210 240

(90) (90) (180) (210) (240)

35歳以上45歳未満
90 90 180 240 [30] 270 [30]

(90) (90) (180) (210) (240)

45歳以上60歳未満
90 180 240 270 330

(90) (180) (240) (270) (330)

60歳以上65歳未満
90 150 180 210 240

(90) (150) (180) (210) (240)

Ｂ特定受給資格者以外

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30]

-
(90) (90) (120) (150)

30歳以上35歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)

35歳以上45歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)

45歳以上60歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)

60歳以上65歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)
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【特定受給資格者】
○ 倒産・解雇等の理由により再就職の準備をする時間的余裕なく離職を余儀なくされた者

① 「倒産」等により離職した者

（１）倒産（破産、民事再生、会社更生等の各倒産手続きの申立て又は手形取引の停止等）に伴い離職した者
（２）事業所において大量雇用変動の場合（１か月に３０人以上の離職を予定）の届出がされたため離職した者及び当該事業

主に雇用される被保険者の３分の１を超える者が離職したため離職した者
（３）事業所の廃止（事業活動停止後再開の見込みのない場合を含む。）に伴い離職した者
（４）事業所の移転により、通勤困難となったため離職した者

② 「解雇」等により離職した者

（１）解雇（自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇を除く。）により離職した者
（２）労働契約の締結に際し明示された労働条件が事実と著しく相違したことにより離職した者
（３）賃金（退職手当を除く。）の額の３分の１を超える額が支払期日までに支払われなかった月が引き続き２ヶ月以上と

なったこと、又は離職の直前６ヶ月の間に３月あったこと（※）等により離職した者
（４）賃金が、当該労働者に支払われていた賃金に比べて８５％未満に低下した（又は低下することとなった）ため離職した

者（当該労働者が低下の事実について予見し得なかった場合に限る。）
（５）離職の直前６ヶ月間のうちに３月連続して45時間、１月で100時間又は２～６月平均で月80時間（※）を超える時間外労働が

行われたため、又は事業主が危険若しくは健康障害の生ずるおそれがある旨を行政機関から指摘されたにもかかわらず、事業所に
おいて当該危険若しくは健康障害を防止するために必要な措置を講じなかったため離職した者

（６）事業主が労働者の職種転換等に際して、当該労働者の職業生活の継続のために必要な配慮を行っていないため離職した者
（７）期間の定めのある労働契約の更新により３年以上引き続き雇用されるに至った場合において当該労働契約が更新さ

れないこととなったことにより離職した者
（８）期間の定めのある労働契約の締結に際し当該労働契約が更新されることが明示された場合において当該労働契約

が更新されないこととなったことにより離職した者（上記（７）に該当する者を除く。）
（９）上司、同僚等からの故意の排斥又は著しい冷遇若しくは嫌がらせを受けたことによって離職した者
（10）事業主から直接若しくは間接に退職するよう勧奨を受けたことにより離職した者（従来から恒常的に設けられている

「早期退職優遇制度」等に応募して離職した場合は、これに該当しない。）
（11）事業所において使用者の責めに帰すべき事由により行われた休業が引き続き３ヶ月以上となったことにより離職した者
（12）事業所の業務が法令に違反したため離職した者

特定受給資格者の基準

（※）平成26年４月より追加
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受給資格決定件数

特定受給資格者 構成比 特定受給資格者以外 構成比

平成13年度 2,718,301 775,288 28.5 1,943,013 71.5

平成14年度 2,631,398 832,043 31.6 1,799,355 68.4

平成15年度 2,334,467 630,790 27.0 1,703,677 73.0

平成16年度 2,152,030 510,937 23.7 1,641,093 76.3

平成17年度 2,088,236 475,247 22.8 1,612,989 77.2

平成18年度 1,987,274 433,726 21.8 1,553,548 78.2

平成19年度 1,895,008 449,687 23.7 1,445,321 76.3

平成20年度 2,200,007 812,172 36.9 1,387,835 63.1

平成21年度 2,265,042 1,013,253 44.7 1,251,789 55.3

平成22年度 1,902,110 662,299 34.8 1,239,811 65.2

平成23年度 1,931,711 650,605 33.7 1,281,106 66.3

平成24年度 1,831,443 551,715 30.1 1,279,728 69.9

平成25年度 1,665,847 442,389 26.6 1,223,458 73.4

平成26年度 1,564,722 379,366 24.2 1,185,356 75.8

特定受給資格者の受給資格決定件数の推移

注）特定受給資格者について、平成21年度以降は特定理由離職者（暫定措置の対象者に限る）を含んでいる。

単位：件、％
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１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

30 歳未満 90 日 90 日 120 日 180 日

30 歳以上 35 歳未満 90 日 90 日 180 日 210 日 240 日

35 歳以上 45 歳未満 90 日 90 日 180 日 240 日 270 日

45 歳以上 60 歳未満 90 日 180 日 240 日 270 日 330 日

60 歳以上 65 歳未満 90 日 150日 180 日 210 日 240 日

区分

－

特定受給資格者の基本手当の受給状況

１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

30 歳未満 76.3 日
（84.8％）

72.8 日
（80.9％）

93.4 日
（77.8％）

114.3 日
（63.5％）

－
－

30 歳以上 35 歳未満 78.6 日
（87.3％）

75.6 日
（84.0％）

132.3 日
（73.5％）

141.9 日
（67.6％）

－
－

35 歳以上 45 歳未満 77.5 日
（86.1％）

74.2 日
（82.4％）

133.9 日
（74.4％）

152.3 日
（63.5％）

166.5 日
（61.7％）

45 歳以上 60 歳未満 77.0 日
（85.5％）

133.2 日
（74.0％）

174.8 日
（72.9％）

192.8 日
（71.4％）

224.4 日
（68.0％）

60 歳以上 65 歳未満 78. 0 日
（86.6％）

122.0日
（81.3％）

151.5 日
（84.1％）

181.7 日
（86.5％）

205.5 日
（85.6％）

【所定給付日数】

被保険者であった
期間

区分

被保険者であった
期間

【平均受給日数（受給率）】

注１） 平成26年度の基本手当の受給状況を集計したもの。
注２） 受給率＝平均給付日数／所定給付日数×100 平均給付日数＝給付延日数／初回受給者数

○ 平均して、所定給付日数のうち６～８割強を受給している。
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１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

30 歳未満 － 90 日 90 日 120 日

30 歳以上 35 歳未満 － 90 日 90 日 120 日 150 日

35 歳以上 45 歳未満 － 90 日 90 日 120 日 150 日

45 歳以上 60 歳未満 － 90 日 90 日 120 日 150 日

60 歳以上 65 歳未満 － 90日 90 日 120 日 150 日

区分

－

特定受給資格者以外の基本手当の受給状況

１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

30 歳未満 －
－

77.3 日
（85.9％）

80.5 日
（89.4％）

104.8 日
（87.3％）

－
－

30 歳以上 35 歳未満 －
－

80.0日
（88.9％）

80.6 日
（89.6％）

106.0 日
（88.4％）

－
－

35 歳以上 45 歳未満 －
－

78.4日
（87.1％）

79.0 日
（87.8％）

102.5 日
（85.4％）

125.3 日
（83.5％）

45 歳以上 60 歳未満 －
－

78.7 日
（87.5％）

80.7 日
（89.6％）

104.2 日
（86.8％）

132.2 日
（88.1％）

60 歳以上 65 歳未満 －
－

82.1日
（91.2％）

84.6 日
（94.0％）

111.7 日
（93.1％）

139.3 日
（92.8％）

【所定給付日数】

被保険者であった
期間

区分

被保険者であった
期間

【平均受給日数（受給率）】

○ 平均して、所定給付日数のうち８～９割を受給している。

注１） 平成26年度の基本手当の受給状況を集計したもの。
注２） 受給率＝平均給付日数／所定給付日数×100 平均給付日数＝給付延日数／初回受給者数

11



基本手当受給者の再就職状況
（Ｈ１１～２４年度）

○ おおむね５割前後の者が支給終了までに就職している。

12

4.7％

4.7％

5.2％

5.4％

5.1％

4.6％

4.3％

4.1％

3.8％

4.1％

5.2％

〈4.9％〉

〈4.5％〉

4.3％

完全
失業率

3.8%

4.0%

3.8%

4.0%

4.5%

4.8%

5.2%

5.2%

4.9%

3.6%

2.9%

3.3%

3.2%

3.1%

14.1%

15.2%

13.0%

13.1%

15.5%

16.9%

17.4%

18.5%

18.1%

13.2%

10.7%

13.4%

14.9%

17.1%

31.5%

30.6%

29.0%

30.6%

28.6%

28.1%

28.4%

28.5%

29.2%

31.1%

34.3%

33.5%

34.8%

34.7%

8.2%

8.3%

8.9%

9.0%

9.5%

9.7%

9.8%

9.8%

9.9%

9.8%

10.8%

11.0%

11.6%

12.0%

4.3%

4.4%

4.8%

4.6%

4.9%

5.0%

5.2%

5.3%

5.3%

5.1%

5.4%

5.7%

5.9%

6.2%

3.2%

3.3%

3.6%

3.6%

3.7%

3.8%

3.8%

3.9%

4.0%

3.9%

4.0%

4.1%

4.1%

4.4%

6.5%

6.4%

7.3%

7.1%

7.3%

7.2%

7.3%

7.2%

7.3%

7.8%

8.3%

8.0%

7.9%

8.2%

7.1%

6.7%

7.7%

7.6%

7.5%

7.3%

7.2%

6.9%

6.6%

8.4%

8.6%

8.1%

7.6%

7.6%

21.2%

21.2%

22.0%

20.4%

18.5%

17.2%

15.8%

14.6%

14.8%

17.1%

15.0%

12.9%

10.0%

6.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内 1年超

支給終了までに就職した者の割合

49.7%

49.4%

47.7%

45.7%

49.8%

48.7%

52.3%

51.0%

47.9%

52.1%

50.2%

47.9%

54.9%

52.9%

（注１）平成11～24年度の各年度に受給資格決定をした者について、平成27年5月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）平成21年度以降は個別延長給付を支給している。
（注３）就職者を100とした場合の各期間の就職割合。
（注４）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。



特定受給資格者の再就職状況
（Ｈ１１～２４年度）

13

4.7％

4.7％

5.2％

5.4％

5.1％

4.6％

4.3％

4.1％

3.8％

4.1％

5.2％

〈4.9％〉

〈4.5％〉

4.3％

完全
失業率

1.2%

1.3%

1.2%

1.3%

1.4%

1.5%

1.6%

1.6%

1.5%

1.2%

1.1%

1.2%

1.2%

1.1%

42.2%

42.2%

41.2%

44.8%

46.8%

49.1%

50.5%

51.7%

51.8%

47.3%

48.5%

52.0%

55.1%

56.3%

9.7%

9.7%

10.1%

10.4%

11.1%

11.0%

11.0%

11.1%

11.1%

11.7%

12.8%

12.9%

13.4%

13.9%

5.0%

5.1%

5.4%

5.2%

5.3%

5.4%

5.4%

5.6%

5.7%

5.3%

5.3%

5.3%

5.4%

5.7%

3.5%

3.6%

3.8%

3.8%

3.9%

3.8%

3.9%

3.9%

4.1%

3.9%

3.8%

3.7%

3.5%

3.9%

7.2%

7.1%

7.6%

7.5%

7.5%

7.4%

7.4%

7.3%

7.3%

7.8%

8.0%

7.2%

6.9%

7.3%

7.8%

7.3%

8.0%

7.8%

7.5%

7.2%

7.1%

6.8%

6.4%

8.4%

8.1%

7.3%

6.6%

6.6%

23.3%

23.8%

22.7%

19.2%

16.5%

14.6%

13.2%

12.0%

12.2%

14.4%

12.5%

10.4%

7.9%

5.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

待期期間中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内 1年超

支給終了までに就職した者の割合

43.5%

43.5%

46.1%

42.4%

50.6%

48.3%

53.2%

52.1%

48.5%

53.3%

53.2%

49.6%

57.4%

56.3%

（注１）平成11～24年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者（就職困難者除く）について、平成27年5月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）特定受給資格者について、平成11、12年度はみなし、平成21年度以降は特定理由離職者（暫定措置の対象者に限る）を含んでいる。
（注３）平成21年度以降は個別延長給付を支給している。
（注４）就職者を100とした場合の各期間の就職割合。
（注５）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。



特定受給資格者以外の者の再就職状況
（Ｈ１１～２４年度）

14

4.7％

4.7％

5.2％

5.4％

5.1％

4.6％

4.3％

4.1％

3.8％

4.1％

5.2％

〈4.9％〉

〈4.5％〉

4.3％

完全
失業率

5.8%

5.8%

5.4%

5.5%

5.8%

5.9%

6.3%

6.4%

6.0%

5.2%

4.7%

4.6%

4.4%

4.1%

24.9%

25.5%

20.9%

19.9%

21.7%

22.5%

22.8%

24.0%

24.2%

22.0%

20.8%

21.9%

23.5%

25.8%

23.2%

22.6%

21.5%

23.2%

21.3%

21.1%

21.5%

21.7%

21.5%

20.3%

20.9%

21.9%

23.1%

23.6%

7.1%

7.3%

8.1%

8.3%

8.9%

9.3%

9.4%

9.5%

9.6%

8.5%

9.0%

9.8%

10.6%

11.1%

3.8%

3.9%

4.5%

4.3%

4.7%

4.9%

5.1%

5.2%

5.2%

5.0%

5.4%

5.9%

6.2%

6.4%

3.0%

3.0%

3.4%

3.4%

3.6%

3.8%

3.8%

3.9%

3.9%

3.9%

4.2%

4.3%

4.5%

4.7%

6.0%

6.0%

7.0%

6.9%

7.2%

7.2%

7.3%

7.2%

7.3%

7.9%

8.7%

8.5%

8.4%

8.6%

6.6%

6.3%

7.6%

7.5%

7.4%

7.3%

7.2%

6.9%

6.6%

8.4%

9.0%

8.6%

8.2%

8.1%

19.7%

19.4%

21.6%

21.0%

19.3%

18.0%

16.6%

15.3%

15.6%

18.8%

17.2%

14.4%

11.2%

7.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内 1年超

（注１）平成11～24年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者以外の者（就職困難者除く）について、平成27年5月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合。
（注３）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。

54.0%

53.8%

48.5%

47.8%

49.5%

48.8%

52.0%

50.6%

47.5%

51.7%

48.4%

46.4%

53.6%

51.0%

支給終了までに就職した者の割合



基本手当受給者の再就職状況（Ｈ１１～２４年度）
（支給終了後１年超経過して就職した者を除く）

○ おおむね６割前後の者が支給終了までに就職している。

15

4.7％

4.7％

5.2％

5.4％

5.1％

4.6％

4.3％

4.1％

3.8％

4.1％

5.2％

〈4.9％〉

〈4.5％〉

4.3％

完全
失業率

4.8%

5.1%

4.9%

5.0%

5.5%

5.8%

6.1%

6.1%

5.7%

4.3%

3.4%

3.8%

3.6%

3.3%

18.0%

19.3%

16.6%

16.4%

19.0%

20.4%

20.7%

21.7%

21.2%

15.9%

12.6%

15.4%

16.5%

18.4%

39.9%

38.8%

37.2%

38.4%

35.2%

33.9%

33.7%

33.4%

34.2%

37.5%

40.3%

38.5%

38.7%

37.2%

10.4%

10.5%

11.4%

11.3%

11.7%

11.8%

11.6%

11.5%

11.7%

11.8%

12.7%

12.6%

12.9%

12.9%

5.5%

5.6%

6.2%

5.8%

6.0%

6.0%

6.1%

6.2%

6.3%

6.2%

6.3%

6.5%

6.5%

6.7%

4.1%

4.1%

4.6%

4.5%

4.5%

4.6%

4.6%

4.5%

4.6%

4.7%

4.8%

4.7%

4.6%

4.7%

8.3%

8.2%

9.3%

9.0%

8.9%

8.7%

8.7%

8.5%

8.5%

9.5%

9.8%

9.2%

8.7%

8.8%

9.0%

8.5%

9.9%

9.6%

9.2%

8.8%

8.5%

8.1%

7.7%

10.2%

10.1%

9.3%

8.5%

8.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内

63.1%

62.7%

59.9%

58.7%

60.1%

59.7%

61.2%

60.5%

57.7%

61.2%

57.7%

56.3%

58.8%

58.8%

支給終了までに就職した者の割合

（注１）平成11～24年度の各年度に受給資格決定をした者について、平成27年5月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）平成21年度以降は個別延長給付を支給している。
（注３）就職者を100とした場合の各期間の就職割合。
（注４）支給終了後1年以上経過して就職した者を除く。
（注５）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。



特定受給資格者の再就職状況（Ｈ１１～２４年度）
（支給終了後１年超経過して就職した者を除く）

16

4.7％

4.7％

5.2％

5.4％

5.1％

4.6％

4.3％

4.1％

3.8％

4.1％

5.2％

〈4.9％〉

〈4.5％〉

4.3％

完全
失業率

1.6%

1.7%

1.6%

1.6%

1.7%

1.7%

1.8%

1.8%

1.7%

1.4%

1.2%

1.3%

1.3%

1.1%

55.1%

55.3%

53.3%

55.5%

56.1%

57.5%

58.2%

58.7%

59.0%

55.2%

55.4%

58.1%

59.8%

59.4%

12.6%

12.7%

13.1%

12.8%

13.2%

12.9%

12.6%

12.6%

12.6%

13.7%

14.6%

14.4%

14.6%

14.7%

6.5%

6.7%

6.9%

6.4%

6.3%

6.3%

6.2%

6.4%

6.5%

6.2%

6.1%

5.9%

5.8%

6.1%

4.6%

4.7%

4.9%

4.7%

4.6%

4.5%

4.4%

4.5%

4.6%

4.6%

4.4%

4.1%

3.8%

4.1%

9.4%

9.3%

9.9%

9.3%

9.0%

8.6%

8.5%

8.3%

8.4%

9.1%

9.1%

8.0%

7.5%

7.7%

10.2%

9.6%

10.3%

9.7%

9.0%

8.4%

8.2%

7.7%

7.3%

9.8%

9.2%

8.1%

7.2%

6.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

待期期間中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内

支給終了までに就職した者の割合

57.0%

56.7%

57.0%

54.9%

59.2%

57.8%

60.5%

60.0%

56.7%

60.7%

59.4%

56.6%

60.5%

61.1%

（注１）平成11～24年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者（就職困難者除く）について、平成27年5月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）特定受給資格者について、平成11、12年度はみなし、平成21年度以降は特定理由離職者（暫定措置の対象者に限る）を含んでいる。
（注３）平成21年度以降は個別延長給付を支給している。
（注４）就職者を100とした場合の各期間の就職割合。
（注５）支給終了後1年以上経過して就職した者を除く。
（注６）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。



特定受給資格者以外の者の再就職状況（Ｈ１１～２４年度）
（支給終了後１年超経過して就職した者を除く）
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4.7％

4.7％

5.2％

5.4％

5.1％

4.6％

4.3％

4.1％

3.8％

4.1％

5.2％

〈4.9％〉

〈4.5％〉

4.3％

完全
失業率

7.2%

7.2%

6.9%

6.9%

7.2%

7.2%

7.6%

7.5%

7.2%

6.4%

5.7%

5.4%

4.9%

4.5%

31.0%

31.7%

26.7%

25.1%

26.9%

27.4%

27.3%

28.3%

28.7%

27.1%

25.1%

25.6%

26.4%

27.9%

28.9%

28.1%

27.4%

29.3%

26.4%

25.7%

25.7%

25.6%

25.5%

25.0%

25.3%

25.6%

26.0%

25.5%

8.8%

9.0%

10.3%

10.5%

11.1%

11.4%

11.3%

11.2%

11.3%

10.5%

10.9%

11.4%

11.9%
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待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内

（注１）平成11～24年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者以外の者（就職困難者除く）について、平成27年5月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合。
（注３）支給終了後1年以上経過して就職した者を除く。
（注４）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。
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支給終了までに就職した者の割合



所定給付日数終了までに就職した基本手当受給者の割合
（所定給付日数別）

９０ １２０ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ ３００ ３３０ 平均
完全
失業率

Ｈ12年度 ４６．２％
(874,424)

ー ー
５１．６％
(219､938)

５４．０％
(213,709)

５６．２％
(82,018)

ー
５６．２％
(143,679)

ー ４９．５％ ４．７％

Ｈ14年度 ４７．０％
(837,801)

４６．４％
(246,496)

４７．４％
(142,837)

４６．８％
(182,657)

５２．３％
(69,653)

５３．８％
(50,107)

５０．５％
(44,575)

５８．５％
(41)

５２．７％
（91,456）

４７．７％ ５．４％

Ｈ16年度 ４８．９％
(980,598)

４７．７％
(140,837)

４６．５％
(78,193)

５２．７％
(69,816)

５８．０％
(14,303)

５８．４％
(47,063)

５７．３％
(34,614)

ー
６１．１％
(42,428)

４９．８％ ４．6％

Ｈ22年度 ４５．３％
(805,176)

５０．５％
(101,121)

４５．３％
(66,966)

４８．１％
(103,792)

５８．５％
(14,308)

５６．２％
(67,478)

５５．７％
(31,755)

ー
５９．７％
(40,505)

４７．５％ 〈４．９％〉

（注１）各年度に受給資格決定をした者について、平成27年1月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の所定給付日数終了までに就職した割合。
（注３）括弧書きは、各年度に受給資格決定を受けた者のうち就職した者の実数。
（注４）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。 18



９０ １２０ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ ３００ ３３０ 平均
完全
失業率

Ｈ12年度 ３２．２％
(269,093)

ー ー
４６．８％
(97,808)

５１．０％
(99,673)

５４．８％
(49,455)

ー
５５．２％
(100,594)

ー ４３．１％ ４．７％

Ｈ14年度 ３６．１％
(170,300)

３８．９％
(32,333)

５６．９％
(5,391)

４８．８％
(98,448)

５２．３％
(69,653)

５３．８％
(50,107)

５０．５％
(44,575)

５８．５％
(41)

５２．７％
(91,456)

４６．１％ ５．４％

Ｈ16年度 ３９．９％
(117,975)

４６．１％
(14,869)

６１．４％
(3,390)

５２．７％
(69,816)

５８．０％
(14,303)

５８．４％
(47,063)

５７．３％
(34,614)

ー
６１．１％
(42,428)

５０．６％ ４．6％

Ｈ22年度 ３４．１％
(189,009)

４７．２％
(14,618)

５０．３％
(8,381)

４８．１％
(103,792)

５８．５％
(14,308)

５６．２％
(67,478)

５５．７％
(31,755)

ー
５９．７％
(40,505)

４５．５％ 〈４．９％〉

所定給付日数終了までに就職した特定受給資格者の割合
（所定給付日数別）

（注１）各年度に受給資格決定をした特定受給資格者（就職困難者除く）について、平成27年1月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）特定受給資格者について、平成11、12年度はみなし、平成21年度以降は特定理由離職者（暫定措置の対象者に限る）を含んでいる。
（注３）就職者を100とした場合の所定給付日数終了までに就職した割合。
（注４）括弧書きは、各年度に受給資格決定を受けた者のうち就職した者の実数。
（注５）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。 19



９０ １２０ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ ３００ ３３０ 平均
完全
失業率

Ｈ12年度 ５２．４％
(605,331)

ー ー
５５．３％
(122,130)

５６．６％
(114,036)

５８．４％
(32,563)

ー
５８．７％
(43,085)

ー ５３．８％ ４．７％

Ｈ14年度 ４９．７％
(667,501)

４７．６％
(214,163)

４７．０％
(137,446)

４４．６％
(84,209)

ー ー ー ー ー ４８．６％ ５．４％

Ｈ16年度 ５０．１％
(862,623)

４７．９％
(125,968)

４５．８％
(74,803)

ー ー ー ー ー ー ４９．６％ ４．6％

Ｈ22年度 ４８．８％
(616,167)

５１．０％
（86,503)

４４．６％
(58,585)

ー ー ー ー ー ー ４８．７％ 〈４．９％〉

所定給付日数終了までに就職した特定受給資格者
以外の者の割合（所定給付日数別）

（注１）各年度に受給資格決定をした特定受給資格者以外の者（就職困難者除く）について、平成27年1月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の所定給付日数終了までに就職した割合。
（注３）括弧書きは、各年度に受給資格決定を受けた者のうち就職した者の実数。
（注４）完全失業率は、労働力調査（総務省）より。なお、括弧内の数値は補完推計値を用いた参考値。 20
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基本手当日額と再就職時賃金日額（平均）の状況（全年齢）

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度
基本手当日額・再就職時賃金日額（円）

離職の際の賃金日額（円）

注） 再就職時賃金日額は、各年度に受給資格決定をした者のうち、平成27年5月末までに雇用保険の被保険者として就職した者の賃金日額である。

再就職時賃金日額（平均）

基本手当日額
（平成27年8月1日以降～）

26'

24'

23'

25'
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支給終了までに就職した者の割合
（法定賃金日額・給付率の変化による影響）

Ｈ１２年度 Ｈ１４年度 就職率の差 備考

短時間労働被保険者・
賃金日額２,５００円未満

３７．５％ ４６．０％ ８．５％

① 平成１２年改正による影響
（短時間労働被保険者賃金日額下限：２,９７０→２,１５０円）

② 平成１５年改正による影響
(一般被保険者賃金日額下限：４,２９０→２,１４０円、給付率下限６０(５０)→５０(４５)％）

Ｈ１４年度 Ｈ１６年度 H２１年度 H２３年度

一般被保険者・
平均賃金３,５００円未満

４０．１％
（ ー ）

４５．３％
（５．２％）

４５．０％
（４．９％）

４９．３％
（９．２％）

６０歳未満・
賃金日額１２,５００円以上

４９．３％
（ ー ）

５４．４％
（５．１％）

５４．１％
（４．８％）

６０．１％
（１０．８％）

※給付率50％と
なる額12,220円

６０～６４歳・
賃金日額１１,５００円以上

４２．３％
（ ー ）

４１．７％
（－０．６％）

４１．５％
（－０．８％）

４４．３％
（２．０％）

※給付率45％と
なる額10,950円

○ 法定賃金日額・給付率の変化による低下は、ほぼ見られない。

（注１）各年度に受給資格決定をした者について、平成27年1月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の支給終了までに就職した割合。
（注３）➁のうち各年度の括弧書きについては、平成14年度との就職率の差。
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まとめ及び論点

○ 基本手当の平均受給日数について、特定受給資格者は雇用情勢の影響等による増減が
見られるが、特定受給資格者以外については給付日数は概ね一定である。
特定受給資格者については、平均して所定給付日数のうち６～８割強を受給しているが、
特定受給資格者以外については、平均して所定給付日数のうち８～９割を受給している。

○ 支給終了までに就職した者の割合（就職率）は、若干の経済情勢による変動はあるものの、
近年はおおむね５割前後で推移している。

○ 厳しい雇用情勢下にあった、平成12年、平成14年、平成16年及び平成22年度の所定給付
日数別の就職率を比べると、概ね５割前後で一定している。
ただし、特定受給資格者（うち所定給付日数90～120日）については、就職率が４割前後と
なっている。

○ 基本手当日額と再就職時賃金日額（平均）の状況を比較すると、近年大きな変化はない。

○ なお、制度改正に伴う法定賃金日額・給付率の変更による就職率に大きな変化は見られない。

○ これらを踏まえ、
① 就職までの生活の安定及び再就職の促進を図るという雇用保険の趣旨
② 所定給付日数等が就職行動に与える影響
等の点からどう考えるか。

23


